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論 文 内 容 の 要 旨 
 
１．研究目的 
クロス・ファンクショナル・チーム（以降 CFT と略す）とは，異なる部門から来たメンバーが集

まり，ある特定の目的を解決するために形成されたチームであるが，現在では企業がこうした組織形

態を採用するケースが増えている。 
 CFT の知識統合を成功させる要因として本研究では，(1) 統合力:ルーチン・指図書の有無とチーム

運営のノウハウ，(2) 結束力：コミットメントの程度とメンバーにやる気を出させる仕組み，(3) チ
ーム内コミュニケーション：チーム・メンバー間のコミュニケーションの時間の長さとコミュニケー

ションの仕方，(4) 企業におけるコミュニケーションのつながり：各メンバーが日常的な業務で繋が

っている人の数，の 4 点が重要であると考え，その 4 点が知識統合に与える影響を検証する。 
 上記した(1)統合力と(2)結束力は，企業の CFT 活動に関する「仕組み」（マネジメント側の施策な

どにより構築される）であり，本研究では，両者を CFT の知識統合に影響を及ぼすマクロ要因とす

る。また，(3) チーム内コミュニケーションと(4) 企業におけるコミュニケーションのつながりは，

CFT 活動におけるメンバー間の行動あるいはメンバーの個人特性である。本論文ではこれらを，CFT
の知識統合に影響を及ぼすミクロ要因とする。  
 ミクロ要因とマクロ要因が CFT の知識統合に与える影響を検証するために，筆者は，中国浙江省

杭州市のある IT 企業において定性的データと定量的データを収集した。 これらについて検証した結

果，(1)統合力．(2)結束力と(3)メンバー内コミュニケーションは直接的に，(4)企業におけるコミュニ

ケーションのつながりは，間接的にCFT の知識統合を促進するという結果が得られた。 
 
２．研究概要，貢献と限界 
 本論文は，全 7 章で構成される。第 1 章では、CFT における知識統合が難しい原因を述べた上で，

本論文の研究目的を述べる。具体的には，上記したマクロ要因とミクロ要因が CFT の知識統合に与

える影響の検証である。 
 第 2 章では，本研究に関連する先行研究のレビューを行い，研究枠組みを提示した。第 1 節では，

知識統合の研究領域における研究背景について考察し，知識統合の研究の意義について議論した。そ

の後，知識統合領域における，本研究の位置づけについても言及する。第 2 節では，知識統合研究の
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発端となった先行研究を紹介した上で，CFT の知識統合の先行研究をマクロ要因とミクロ要因

に分けて，それぞれレビューを行う。最後に，先行研究における限界を述べてから本研究の枠

組みを提示する。 
第 3 章では，先行研究において明らかにされてきたことと，未だ明らかにされていないこと

をレビューした上で，本研究で用いる研究枠組み，研究方法，具体的な評価指標について述べ

る。 
 第 4 章では，事例研究対象企業－CHANGE について紹介する。本章では，多様な手法で収

集されたデータを用いて，CHANGE の背景，組織，製品と「誰もが製品マネジャー」の背景

について紹介した上で，CHANGE の部門間連結の問題，CFT による知識統合の必要性などに

焦点を当てて説明する。 
第 5 章では，「誰もが製品マネジャー」の第 1 期と第 2 期を比較し，「統合力」と「結束力」

の変化（マクロ要因）が CFT の知識統合に与える影響を事例研究により検証する。まず「誰も

が製品マネジャー」の流れと評価基準について紹介する。次に，「誰もが製品マネジャー」第 1
期と第 2 期のデータを収集した上で，2 つの期間のマクロ要因の変化が CFT の知識統合に与え

る影響を考察する。 
事例研究の結論としては，まず，「統合力」に関する発見事実として 5 点挙げられる。 
第 1 に，ミーティング参加強制のルールは効果的であり，この結果は，Tsai, Hsu and Fang 

(2012)の研究結果と一致しているが，ミーティング参加強制のルールは情報や知識の共有を促

進する絶対的条件ではないことも事例によって示された。第 2 に，ファシリテーターが CFT の

知識統合に与える影響も検証され，Okhuysen and Eisenhardt (2002)の結論が支持された。第

3 に，チーム・メンバーの数が増加することでチームが賑やかになり議論を活発化したことが

明らかになった。この結果は，Gardner and Gino(2012)の統計分析とは異なったが，その原因

は，彼が分析したサンプルにおけるチーム・サイズの差がそれほど大きくないことと関連して

いると推測される。第 4 に，先行研究では検証されていない，チーム・リーダーの効果も検証

された。第 5 に，先行研究では検証されていない，ルーチンの効果も検証された。指図書に関

しては概ね先行研究に則った結果が得られたが，それがルーチンの形成に及ぼす作用や，ルー

チンが知識統合のプロセスを促進させる点については先行研究では触れられていない。CFT の

知識統合においてルーチンを形成するためには，まず行動が指図書として具現化され，それを

後の活動として定着させる必要性が考察された。よって，指図書はルーチン形成のプロセスに

おいて，前提条件となり得る。 
次に，「結束力」に関する発見事実として 2 点挙げられる。 
第 1 に，オリエンテーションが知識統合に影響を及ぼす結果が得られ，Kleinsmann et al. 

(2010) の主張を支持した。第 2 に，インフォーマルなチーム・ビルディングの効果が，特定の

チームにおいて検証された(Huang and Newell 2003)。  
以上から，第 2 期では，第 1 期に比べて全体的に統合力と結束力が向上し，CFT の知識統合

がより促進された。 
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補論では，日産自動車の事例を用いて，CFT 活動を構成するマクロ要因，特に「統合力」と

「結束力」の変化について議論を行う。その上で，日産自動車と CHANGE を比較し，その差

異と共通項を考察する。 
結論として，日産自動車と CHANGE という規模や産業が異なる 2 つの企業においても，知

識統合におけるプロセスとして，ルールの構築やファシリテーターの起用などによる統合力の

向上，そしてプロジェクトの目的の明確化を通した結束力の向上という共通点がみられた。一

方で，CHANGE の CFT 活動は日産自動車と比べてまだ日が浅いため，CFT 活動に関連する経

営理念を全社に浸透させることや，ツールボックスの設置による指図書の構築，研修制度と長

期的経験によるルーチンの構築はできていない。 
 第 6 章では，「誰もが製品マネジャー」第 1 期の事例を用いてコミュニケーション時間と次数

中心性（ミクロ要因）が CFT の知識統合に及ぼす影響を検証する。本章においては，まず検証

する仮説を立ててから研究方法を紹介する。次に，仮説を統計手法により検証した上で，その

結果を解釈する最後にミクロ要因が CFT の知識統合に影響を及ぼすかどうか，その原因は何か

について議論する。 
 事例研究の結論としては，コミュニケーション時間の長短と次数中心性の差が直接 CFT の知

識統合に影響を及ぼすことと次数中心性の高い方の値が間接的に知識統合に影響を与えること

がわかった。 
 コミュニケーションの時間の長さは CFT の知識統合に正の影響を及ぼすが，その原因は，コ

ミュニケーションの長いチームと短いチームでは，知識統合のプロセスが異なるからである。

一方，コミュニケーションの短いチームでは，各自に改善案を考え，機械的にそれをまとめる

知識統合プロセスであり，チーム・パフォーマンスはあまり望ましくない。もう一方，コミュ

ニケーションの長いチームでは，十分のコミュニケーションを通して改善案を修正したり，新

しい改善案を出したりする知識統合プロセスあり，チーム・パフォーマンスは，比較的高いこ

とが分かった。 
また，次数中心性はコミュニニケーションと CFT の知識統合の関係を促進し，次数中心性の

差は CFT の知識統合に負の影響を与える。まとめると，CFT において，次数中心性の高いメ

ンバーがいる方が望ましいが，その他のメンバーの次数中心性が低すぎると「知識の不均衡」

が生じ，知識統合は促進されない。また，次数中心性の高いメンバーが存在しない場合は，差

が低いメンバーを選抜するとより良い結果となる。 
 第 7 章では，CHANGE の事例において検証されたマクロ要因とミクロ要因が CFT の知識統

合に与える影響の結果を詳細にまとめ，学術貢献と実践的貢献を述べる。そして，研究の限界

を踏まえた上で，将来に向けた課題を指摘する。 
 今までの先行研究では，特に CFT 全体の仕組みに関するマクロ要因のマネジメントが強調さ

れてきたが，より個人的な属性に着目したミクロ視点も非常に重要な示唆を与えることがわか

った。事例研究 2 では，同じレベルの統合力と結束力（マクロ要因）を持つチームであったと 
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しても，チーム間パフォーマンスに明確な差異が見られた。これは，上記のコミュニケーショ

ン時間と次数中心性（ミクロ要因）による影響である。よって，マクロとミクロの双方を考慮

したマネジメントが，知識統合において必要となる。 
また，本研究で直接的に検証されたわけではないが，マクロ要因とミクロ要因の相互作用に

関しても，今後考慮する必要があるかもしれない。具体的には，指図書とルーチンを構築・再

構築することによって，高い次数中心性を持つメンバーがより動きやすくなる（マクロ→ミク

ロ），あるいは逆に個人レベルの活動を VOC として企業の仕組みに取り込める可能性がある（ミ

クロ→マクロ）。 
 本研究の学術貢献として，第 1 に，先行研究では検証されなかったチーム・サイズ，ルーチ

ンやリーダーの役割が CFT の知識統合に与える影響について検証した。第 2 に，CFT の知識

統合では，専門知識の統合と信念の統合の双方が知識統合を促進させるメカニズムであること

を主張した。第 3 に，指図書とルーチンの相互作用，及び指図書がルーチンの前提条件となり

得ることを示した。第 4 に，コミュニケーションの 2 つの次元が CFT の知識統合に及ぼす影響

を検証し，その原因を示した。 
実践的貢献として，第 1 に，企業が「統合力」と「結束力」を向上しないまま，自由放任と

いう形で CFT の知識統合を行う際には，リスクがあることが挙げられる。特に，本事例のよう

に革新的な改善案を出す場合には，各メンバーの異なる知識を統合する仕組みとプロジェクト

の目的の明確化が必要である。第 2 に，CFT は非日常的な業務であるため，頻繁なコミュニケ

ーションが必要となる。第 3 に，知識の不均衡を防ぐために，次数中心性の差が高い組み合わ

せは極力避けた方が良い。 
本研究の限界として，第 1 に，統合力と結束力の双方の重要性を提示することはできたが，

両者の具体的関係性（どちらの方が重要か，互いにどのような影響を与えるかなど）について

明確に示すには至らなかった。第 2 に，本研究では「改善案」のみを知識統合の結果と見なし

たが，例えば新製品開発など他の知識統合については検討していない。また，今回の CFT プロ

ジェクトはチーム・サイズが比較的小さいプロジェクトであったため，より複雑なチーム内の

活動については検討しなかった。第 3 に，ルーチンの検証については，長いタイム・スパンで

考察する必要があるが，本研究の事例では半年足らずのプロジェクトであり，これだけで厳密

に検証されたと断定するのは難しい。第 4 に，事例研究 2 のサンプル・サイズが 16 チームと，

比較的少ない数であり，チーム・サイズも 2 名のメンバーしかいなかった。したがって，サン

プル数の向上と更なる大規模なチームの調査が将来の研究で必要となる。第 5 に，業務に関す

るコミュニケーションが CFT の知識統合に与える影響を検証したが，例えば，メール，WeChat 
などの SNS によるコミュニケーションやインフォーマルなコミュニケーションなどが知識統

合に及ぼす影響は検証できていない。 
上記の課題を解決するためにも，今後研究内容の更なる精緻化と一般化が求められる。 
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